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証券コード 3030 
平成27年５月12日 

株 主 各 位 
東京都千代田区外神田三丁目14番10号 

 

株 式 会 社  ハ    ブ 
 

代表取締役社長 太 田  剛 
 

第17期定時株主総会招集ご通知 

 

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 

 さて、当社第17期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くだ

さいますようご通知申し上げます。 

 なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができま

すので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討いただき、同封の議決権行

使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、平成27年５月26日(火曜日)午後７時

までに到着するようご返送いただきたくお願い申し上げます。 

敬 具 

記 

 
1. 日 時 平成27年５月27日（水曜日）午後１時30分 

2. 場 所 東京都千代田区神田練塀町３ 

富士ソフト秋葉原ビル５Ｆ アキバホール 

3. 目的事項  

 報告事項 第17期（平成26年３月１日から平成27年２月28日まで）事業

報告及び計算書類報告の件 

 決議事項  

  第１号議案 剰余金処分の件 

  第２号議案 取締役６名選任の件 

  第３号議案 監査役１名選任の件 

以 上 
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付へご提出くださいま

すようお願い申し上げます。事業報告、計算書類及び株主総会参考書類に修正が生じた場

合は、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.pub-hub.co.jp）に掲載させて

いただきます。 

当日は、本株主総会終了後、株主総会会場と同じビルの１階にございます当社店舗「ＨＵＢ秋葉原

店」にて株主懇談会を開催いたしますので、併せてご出席くださいますようご案内申し上げます。 
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（添付書類） 

事   業   報   告 
 

(平成26年３月１日から
平成27年２月28日まで) 

1. 会社の現況に関する事項 
 (1) 事業の経過及びその成果 

当事業年度におけるわが国経済は、政府及び日銀の経済・金融政策等を背景

に緩やかな回復傾向が続きましたが、消費税増税や物価上昇等に伴う実質所得

の低下などから個人消費の持ち直しの動きに足踏みがみられるなど、依然とし

て先行き不透明な状況が続いております。 

外食産業におきましては、円安等による原材料価格高騰や景気回復を背景と

する採用難による収益圧迫などに加え、食の安全・安心に対する関心の高まり、

業態を超えた顧客獲得競争が激化するなど、取り巻く環境は引き続き厳しいも

のとなっております。 

このような状況のもと、当社は 2014 年度から 2016 年度を「足場固めの３年

間」と定め、目前に控えた 100 店舗体制を支える強い企業基盤の構築をめざし

「中期経営計画（2014 年～2016 年）」を策定いたしました。その初年度とな

る当事業年度におきましては、経営方針を「動（DO）」とし、役割と責任の所

在を明確にしてプロとして自らが率先して行動することにより、「優秀な人財

の確保」「既存店の改装・改修の実施」「販売価格の死守」を骨子とした施策

を展開し、基盤構築に向け着実に歩を進めてまいりました。 

各施策の進捗といたしまして、「優秀な人財の確保」につきましては、クル

ー（アルバイト）時給を見直すと同時に獲得諸施策を実施し、一部従業員の給

与改定を行うなど、業界最高水準の処遇へ向けた取り組みを実施することで、

必要人員の確保に努めてまいりました。「既存店の改装・改修の実施」につき

ましては、万全な状態での 100 店舗体制構築に向け、経年 10 年以上の 18 店舗

の改修を進めてまいりました。「販売価格の死守」につきましては、昨今の原

材料価格高騰を背景にメニュー価格の見直しを行う企業が相次ぐ中、当社はメ

ニュー価格を据え置き、客数を伸ばすことによって収益の確保に努めてまいり

ました。 

また、当事業年度におきましては、店舗力向上を図ったＱ・Ｓ・Ｃ・Ａの磨

き上げの徹底、メンバーズカードへの入会促進及びＳＮＳ活用による販売促進

策への注力並びにサッカー・ハロウィーン等のイベントが奏功し、既存店の対

前年比につきましては、売上高 103.8％、客数 104.5％となりました。 

店舗につきましては、ＨＵＢブランド３店舗（新宿区役所通り店、仙台一番

町四丁目店、渋谷センター街店）を新規に出店し、ビル建替えのため一時休業

しておりましたＨＵＢ新宿西口大ガード店をリニューアルオープンいたしまし

た。また、ビル建替えのためＨＵＢブランド３店舗（新宿靖国通り店、上野店、

京都京劇店）を退店し、当事業年度末現在における店舗数は 85 店舗となりました。 
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これらの結果、当事業年度の売上高は9,168百万円（前年同期比8.1％増）、

営業利益は658百万円（前年同期比6.3％減）、経常利益は655百万円（前年同

期比7.3％減）、当期純利益は381百万円（前年同期比10.9％減）となりました。 

 

 (2) 対処すべき課題 

次期におきましても、緩やかな景気回復基調は続くものの、採用難や原材料

価格高騰による収益圧迫の懸念に加え、個人消費の先行き不透明感も継続する

ことが予想され、依然として厳しい経営環境が続くと考えております。 

このような状況のもと、当社は平成26年４月11日に「中期経営計画（2014年

～2016年）」を策定いたしました。その２年目となる2015年度におきましては、

経営方針を「人」と定め、個々のスキルアップを推進しそれらを結集すること

で大きな力を生み出し、目前に控えた100店舗体制を支える強い企業基盤の構築

をより確実なものとするため、全社一丸となり「人財の獲得」「既存店の改

装・改修の実施」「メニュー価値創造」を骨子とした施策を展開してまいりま

す。 

 

 (3) 設備投資の状況 

ＨＵＢ業態４店舗（新宿区役所通り店、仙台一番町四丁目店、渋谷センター

街店、新宿西口大ガード店）を新設いたしました。 

なお、設備投資の総額は、当事業年度中に完成した店舗及び既存店の改装を

含め 359,412千円となりました。 

 

 (4) 資金調達の状況 

該当事項はありません。 

 

 (5) 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況 

該当事項はありません。 

 

 (6) 他の会社の事業の譲受けの状況 

該当事項はありません。 

 

 (7) 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況 

該当事項はありません。 

 

(8) 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況 

該当事項はありません。 
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(9) 財産及び損益の状況の推移 
 

年  度 
区  分 

平成23年度 
(第 14 期) 

平成24年度 
(第 15 期) 

平成25年度 
(第 16 期) 

平成26年度 
(第 17 期) 

(当事業年度)

売 上 高(千円) 6,811,825 7,586,534 8,478,041 9,168,280

経 常 利 益(千円) 560,492 659,911 707,194 655,563

当 期 純 利 益(千円) 274,837 357,619 427,659 381,042

１株当たり当期純利益 22,075円96銭 28,695円01銭 113円97銭 101円48銭

総 資 産(千円) 3,597,218 3,927,657 4,302,264 4,695,244

純 資 産(千円) 1,868,714 2,144,536 2,478,269 2,753,776

１ 株 当 た り 純 資 産 額 150,013円17銭 171,948円08銭 660円02銭 733円44銭
 
(注) 1. １株当たり当期純利益は、自己株式数を控除した期中平均発行済株式数に

より､１株当たり純資産額は自己株式数を控除した期末発行済株式数により
算出しております。 

2. 当社は、平成25年９月１日付で普通株式１株につき100株の株式分割を、平
成27年３月１日付で普通株式１株につき３株の株式分割を行っております。
これに伴い、第16期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当
たり当期純利益及び１株当たり純資産額を算定しております。 

 

 (10) 重要な親会社及び子会社の状況 

  ① 親会社との関係 

     該当事項はありません。 

  ② 重要な子会社の状況 

     該当事項はありません。 

  ③ その他 

当社のその他の関係会社であるロイヤルホールディングス株式会社は、当

社の株式411,000株（議決権比率32.85％）を保有しております。当社とロ

イヤルホールディングス株式会社には、記載すべき取引関係はありません。 

 

 (11) 主要な事業の内容（平成27年２月28日現在） 

    当社は英国風ＰＵＢ事業等を営んでおります。 
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 (12) 主要な事業所及び店舗（平成27年２月28日現在） 

  ① 本社    東京都千代田区外神田三丁目14番10号 

  ② 店舗 
 

都道府県 名       称 店舗数

宮 城 県 仙台名掛丁、仙台一番町四丁目 2店

東 京 都 

渋谷、渋谷２号、渋谷センター街、恵比寿、原宿、 
代々木西口、※渋谷宮益坂、新宿南口、新宿歌舞伎町、 
東京オペラシティ、高田馬場、新宿区役所通り、 
新宿西口大ガード、※新宿三丁目、※新宿西口大ガード、 
池袋東口、池袋西口公園、池袋東口店ANNEX、池袋西口、 
※池袋東口、市ヶ谷、日比谷、※神田、秋葉原、 
※AKIBA TOLIM、※神田東口、御茶ノ水、 
六本木、六本木２号、※品川、※赤坂、※三田、※浜松町、 
外苑前、新橋、※神谷町、浅草、上野しのばず通り、 
上野昭和通り、銀座コリドー、※築地、八重洲、※東銀座、 
東京ドームシティ ラクーア、北千住、 
ロッテシティホテル錦糸町、※ロッテシティホテル錦糸町、 
五反田西口、※五反田西口、蒲田西口、吉祥寺、吉祥寺南口、 
八王子、町田 

54店

神 奈 川 県 
川崎、※関内、Colette・Mare みなとみらい、慶應日吉、 
横浜鶴屋町、横浜西口、※横浜西口、相模大野 

8店

千 葉 県 新浦安、柏西口、千葉富士見、海浜幕張、船橋 5店

埼 玉 県 所沢プロペ通り、大宮東口、大宮西口 3店

愛 知 県 名古屋栄錦通り、名古屋伏見、名駅 3店

京 都 府 四条烏丸、京都ヨドバシ 2店

大 阪 府 
なんばダ・オーレ、なんば戎橋、心斎橋、梅田茶屋町、 
中之島フェスティバルプラザ、あべのキューズモール、 
京阪京橋 

7店

兵 庫 県 三宮ムーンライトビル 1店

合         計 85店
 
(注) ８２業態には、店名に※印を付しております。 
 

 (13) 従業員の状況（平成27年２月28日現在） 
 

従業員数（前期末比増減) 平 均 年 齢 平均勤続年数 

251名（16名増) 31.9歳 6.5年 
 

 (注) 上記従業員のほかに、臨時雇用者543名（１ヵ月174時間換算による期中平均人
員）を雇用しております。 
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 (14) 主要な借入先の状況（平成27年２月28日現在） 
 

借 入 先 借 入 額 

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 109,000千円 

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 78,500千円 

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 75,000千円 

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 60,000千円 

 

2. 会社の株式に関する事項（平成27年２月28日現在） 

 (1)  発行可能株式総数 3,920,000株 

 (2) 発行済株式の総数 1,251,529株(自己株式171株を除く) 

 (3)  株主数 762名

 (4) 大株主（上位10名） 
 

株   主   名 持 株 数 持株比率 

ロイヤルホールディングス株式会社 411,000株 32.84％ 

株 式 会 社 久 世 122,000株 9.75％ 

株 式 会 社 河 内 屋 120,000株 9.59％ 

ステート  ストリート  バンク  アンド 
ト ラ ス ト  カ ン パ ニ ー  ５ ０ ５ ２ ２ ４ 

79,100株 6.32％ 

スタンダード チヤータード バンク ホンコ
ン アカウント デイービーエス ビツカーズ 
ホ ン コ ン  リ ミ テ ツ ド  ク ラ イ ア ン ト 

45,900株 3.67％ 

ト ウ カ イ ト ウ キ ヨ ウ セ キ ユ リ テ イ ー ズ 
ア ジ ア リ ミ テ ツ ド 

28,700株 2.29％ 

高 野 慎 一 27,300株 2.18％ 

金 鹿 研 一 26,700株 2.13％ 

ハ ブ 社 員 持 株 会 20,800株 1.66％ 

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 
信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ） 

19,300株 1.54％ 

 
（注） 1. 持株比率は自己株式（171株）を控除して計算しております。 

2. 当社は平成27年３月１日付で１株を３株とする株式分割を行っております
が、当該株式分割は上記持株数には反映されておりません。 

  

(5) その他株式に関する重要な事項 

    当社は、平成27年３月１日付で１株を３株とする株式分割を行っておりま
す。この株式分割によって、当社の発行可能株式総数は11,760,000株となり、
発行済株式総数は3,755,100株となります。 
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3. 会社の新株予約権等に関する事項 

 (1) 当事業年度末日において当社役員が保有している新株予約権の状況 

    該当事項はありません。 

 

 (2) 当事業年度中に当社使用人等に対して職務執行の対価として交付した新株予

約権の状況 

    該当事項はありません。 

 

 (3) その他新株予約権等に関する重要な事項 

    該当事項はありません。 

 

4. 会社役員に関する事項（平成27年２月28日現在） 

 (1) 取締役及び監査役の状況 

地  位 氏  名 担当及び重要な兼職の状況 

代表取締役社長 太 田   剛  

取 締 役 井 上 泉 佐 営業本部長 

取 締 役 高 見 幸 夫 社長室長 

取 締 役 菊 地 唯 夫 
ロイヤルホールディングス株式会社 
代表取締役社長 

取 締 役 黒 須 康 宏 
ロイヤルホールディングス株式会社 
取締役 

常 勤 監 査 役 喜 藤 憲 一 
株式会社ケイ・イノベーション 
代表取締役 

監 査 役 浦   一 馬 
ロイヤルホールディングス株式会社 
常勤監査役 

監 査 役 網 谷 充 弘 
一橋綜合法律事務所 
パートナー弁護士 

  
（注） 1. 取締役菊地唯夫、黒須康宏の両氏は、会社法第２条第15号に定める社外取

締役であります。 
2. 監査役喜藤憲一、浦一馬及び網谷充弘の３氏は、会社法第２条第16号に定

める社外監査役であります。 
3. 監査役浦一馬氏は、ロイヤルホールディングス株式会社経理部門における

長年の職務経験があり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するも
のであります。 

4. 当社は、監査役喜藤憲一、網谷充弘の両氏を東京証券取引所の定めに基づ
く独立役員として指定し届け出ております。 
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 (2) 取締役及び監査役の報酬等の総額 
 

区 分 支 給 人 員 支 給 額 

取 締 役 
５名 

(うち社外  ２名)
43,950千円 
( 2,400千円)

監 査 役 
３名 

(うち社外  ３名)
12,000千円 
(12,000千円)

合 計 
８名 

(うち社外  ５名)
55,950千円 
(14,400千円)

 

（3) 社外役員に関する事項 
  ① 社外役員の主な活動状況 

・取締役会及び監査役会への出席状況 

 取締役会出席状況 監査役会出席状況 

 出席回数 出席率 出席回数 出席率 

取締役 菊地唯夫 14回中14回 100.0％   

取締役 黒須康宏 14回中14回 100.0％   

監査役 喜藤憲一 14回中14回 100.0％ 13回中13回 100.0％

監査役 浦 一馬 14回中14回 100.0％ 13回中13回 100.0％

監査役 網谷充弘 14回中14回 100.0％ 13回中13回 100.0％

    ・取締役会及び監査役会における発言状況 

1. 取締役菊地唯夫氏及び黒須康宏氏は、取締役会において議案審議等に

必要な発言を適宜行っております。 

2. 監査役喜藤憲一氏、浦一馬氏及び網谷充弘氏は、取締役会及び監査役

会において議案審議等に必要な発言を適宜行っております。 

  ② 重要な兼職先と当社との関係 

    取締役菊地唯夫氏は、ロイヤルホールディングス株式会社の代表取締役社長

を兼務しており、取締役黒須康宏氏は、ロイヤルホールディングス株式会社
の取締役を兼務しております。また、監査役浦一馬氏は、ロイヤルホールデ

ィングス株式会社の常勤監査役を兼務しております。ロイヤルホールディン

グス株式会社は当社株式411,000株を保有する大株主であり、当社のその

他の関係会社であります。当社と株式会社ケイ・イノベーション及び一橋綜

合法律事務所との間に、特別な関係はありません。 

  ③ 責任限定契約の内容の概要 
    当社と社外取締役菊地唯夫氏及び黒須康宏氏、並びに当社と社外監査役喜藤

憲一氏、浦一馬氏及び網谷充弘氏は、会社法第427条第１項の規定に基づき、

同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当

該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額を限度としており

ます。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役、社外監査役

がその職務を行うにあたり善意でありかつ重大な過失がないときに限られて

おります。 
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5. 会計監査人の状況 
 (1) 監査法人の名称 
    有限責任監査法人トーマツ 

 
 (2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 

 支 払 額 

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 19,500千円 

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額 

19,500千円 

(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と
金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を区分しておらず、実
質的にも区分できないため、(2)の金額にはこれらの合計額を記載し
ております。 

 
 (3) 非監査業務の内容 
    該当事項はありません。 

 
 (4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針 

   当社監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に該当すると認め

られる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。ま

た、会計監査人の独立性や信頼性等において問題があると判断した場合は、会

計監査人の解任又は不再任を株主総会に提案することを取締役会に請求いたし

ます。 

   また、当社取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その

必要があると判断した場合は、監査役会の同意を得たうえで、又は、監査役会

の請求に基づいて、会計監査人の解任又は不再任を株主総会に提案いたします。 



― 10 ― 

6. 業務の適正を確保するための体制 
   取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ

の他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下
のとおりであります。 

  ① 取締役・使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するため
の体制 

    取締役・使用人が法令・定款を遵守し、健全な社会規範の下にその職務を
遂行するための行動規範として､「企業行動指針」を制定する。 

    その徹底を図るため、社長を内部統制統括責任者とし、総務担当部門にお
いてコンプライアンスの取組を統括し、同部門を中心に役職員教育等を行う。
内部監査部門は、社内のコンプライアンスの状況を監査する。取締役会は定
期的にコンプライアンス体制を見直し、問題点の把握と改善に努める。 

    また、法令違反その他のコンプライアンスに関する事実について、従業員
が直接情報提供できる体制として社内通報システムを整備し､「社内通報規
程」に基づきその運用を行う。 

  ② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項 
    ｢文書管理規程」に基づき、取締役の職務執行に係る情報（議事録、稟議書

等）を文書または電磁的媒体（以下、文書等という｡）に記録し、保存する。
取締役及び監査役は、必要に応じていつでもこれらの文書等を閲覧できる。 

  ③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

    コンプライアンス、環境、災害、安全、衛生、品質、情報等に係るリスク
については、それぞれの主管部門にて、規則規程・ガイドラインの制定、マ
ニュアルの作成・配布、研修の実施等を行い、全社的なリスク状況の監視及
び対応は、総務担当部門が統括する。内部監査部門は、社内のリスク管理の
状況を監査する。取締役会は定期的にリスク管理体制を見直し、問題点の把
握と改善に努める。 

  ④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
    取締役会は、取締役・使用人が共有する全社的な目標を定め、この浸透を

図るとともに、それに基づいた中期経営計画及び年度経営計画を策定する。 
    月次業績を含む職務の進捗状況について、その結果を迅速にデータ化し、

経営会議及び取締役会にて定期的にレビューし、目標未達の要因分析とその
改善を促すことにより、効率的な業務遂行体制を確保する。 

  ⑤ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当
該使用人に関する体制並びにその使用人の取締役からの独立性に関する事項 

    監査役は、内部監査部門の使用人に監査業務に必要な事項を命令すること
ができる。監査役から監査業務に必要な事項の命令を受けた当該使用人は、
その命令に関して取締役及び所属上長の指揮命令を受けない。 

  ⑥ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告
に関する体制 

    取締役及び使用人は、監査役に対して、法定の事項に加え、当社に重大な
影響を及ぼす事項、内部監査の状況、社内通報状況及びその内容を速やかに
報告する体制を整備する。 

    報告の方法（報告者、報告受領者、報告時期等）については、取締役と監
査役との協議により決定する。 
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  ⑦ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
    監査役は、経営会議をはじめとする社内の主要な会議に出席し、監査役と

して必要な場合は意見を述べることができる。また、内部監査部門及び会計
監査人と連携し相互の意思疎通、情報交換その他により、実効的な監査体制
を確立する。 

  ⑧ 財務報告の適正性及び信頼性を確保するための体制 
    財務報告の適正性及び信頼性を確保するため、「財務報告に係る内部統制

の整備・運用及び評価の基本方針書（基本計画書）」に基づき、必要な体制
の整備及び運用を行い、その有効性を定期的に評価するとともに評価結果を
取締役会に報告する。 

  ⑨ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方 
    市民社会の秩序や安全に脅威を与え、企業活動にも悪影響を及ぼす反社会

的勢力・団体に対しては、毅然とした態度で対応し、一切の関係を排除する
こと、それらの行動を助長するような行為を行わないことを基本方針とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
本事業報告中の記載金額は表示単位未満を切り捨て、比率は表示桁未満を四捨五入し
て表示しております。 
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貸  借  対  照  表 
 

(平成27年２月28日現在) 
(単位：千円) 

 

科    目 金   額 科    目 金   額 

(資 産 の 部) 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

売 掛 金 

原材料及び貯蔵品 

前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

未 収 入 金 

そ の 他 

固 定 資 産 

有形固定資産 

建 物 

工具、器具及び備品 

リ ー ス 資 産 

建 設 仮 勘 定 

無形固定資産 

ソ フ ト ウ ェ ア 

電 話 加 入 権 

投資その他の資産 

出 資 金 

長 期 貸 付 金 

長 期 前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

差 入 保 証 金 

(      4,695,244)

(      2,016,517)

1,644,048

21,772

53,091

108,766

91,953

50,988

45,895

(      2,678,726)

(      1,567,141)

1,338,994

102,558

117,579

8,010

(         36,521)

34,962

1,558

(      1,075,063)

50

8,868

58,492

62,896

944,756

(負 債 の 部) 

流 動 負 債 

買 掛 金 

１年内返済予定の長期借入金 

リ ー ス 債 務 

未 払 金 

未 払 費 用 

未 払 法 人 税 等 

未 払 消 費 税 等 

賞 与 引 当 金 

そ の 他 

固 定 負 債 

長 期 借 入 金 

リ ー ス 債 務 

長 期 未 払 金 

資 産 除 去 債 務 

 

(純 資 産 の 部) 

株 主 資 本 

資  本  金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 

その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 

自 己 株 式 

(      1,941,467)

(      1,375,407)

207,538

122,000

40,323

275,667

269,764

156,500

148,855

144,064

10,693

(        566,059)

200,500

80,066

144,600

140,893

(      2,753,776)

(      2,753,776)

(        631,793)

(        195,393)

195,393

(      1,927,381)

8,162

1,919,219

1,919,219

(        △791)

資 産 合 計 4,695,244 負債及び純資産合計 4,695,244
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損  益  計  算  書 
 

(平成26年３月１日から
平成27年２月28日まで) 

(単位：千円) 
 

科      目 金       額 

売 上 高  9,168,280 

売 上 原 価  2,520,162 

売 上 総 利 益  6,648,117 

そ の 他 の 営 業 収 入  45,221 

営 業 総 利 益  6,693,339 

販売費及び一般管理費  6,034,411 

営 業 利 益  658,927 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 467  

雑 収 入 3,188 3,656 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 7,021 7,021 

経 常 利 益  655,563 

特 別 利 益   

受 取 補 償 金 5,385 5,385 

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 4,807  

減 損 損 失 16,588 21,395 

税 引 前 当 期 純 利 益  639,552 

法人税、住民税及び事業税 264,119  

法 人 税 等 調 整 額 △5,608 258,510 

当 期 純 利 益  381,042 
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 
 

(平成26年３月１日から
平成27年２月28日まで) 

(単位：千円) 
 

 

株 主 資 本 

資本金 

資本剰余金 利 益 剰 余 金 

自己株式資 本
準備金

資 本
剰余金
合 計

利 益
準備金

その他 
利 益 
剰余金 利 益 

剰余金 
合 計 繰 越 

利 益 
剰余金 

平成26年３月１日残高 631,793 195,393 195,393 8,162 1,643,312 1,651,474 △391

当事業年度の変動額    

剰 余 金 の 配 当 ― ― ― ― △105,135 △105,135 ―

当 期 純 利 益 ― ― ― ― 381,042 381,042 ―

自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― △400

当事業年度の変動額合計 ― ― ― ― 275,906 275,906 △400

平成27年２月28日残高 631,793 195,393 195,393 8,162 1,919,219 1,927,381 △791

 

(単位：千円) 
 

 株主資本合計 純 資 産 合 計 

平成26年３月１日残高 2,478,269 2,478,269

当事業年度の変動額 

剰 余 金 の 配 当 △105,135 △105,135

当 期 純 利 益 381,042 381,042

自己株式の取得 △400 △400

当事業年度の変動額合計 275,506 275,506

平成27年２月28日残高 2,753,776 2,753,776

 



― 15 ― 

個別注記表 
 
(重要な会計方針に係る事項に関する注記) 

1. 資産の評価基準及び評価方法 

   たな卸資産の評価基準及び評価方法 

     原材料及び貯蔵品……………… 最終仕入原価法による原価法 

 （貸借対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法） 

2. 固定資産の減価償却の方法 

  (1) 有形固定資産………………………

    （リース資産を除く） 

定率法（平成10年４月１日以降に取得した

建物（建物附属設備を除く）については定

額法）によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであり

ます。 

建物                 ８～15年 

工具、器具及び備品  ３～６年 

  (2) 無形固定資産………………………

     

定額法によっております。 

なお、自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５年）に

基づいております。 

  (3) リース資産…………………………

 

 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に

係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法によっております。 

  (4) 長期前払費用……………………… 定額法によっております。 

3. 引当金の計上基準 

    賞与引当金………………………… 従業員賞与の支給に備えるため、賞与支給

見込額の当事業年度負担額を計上しており

ます。 

4. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

    消費税等の会計処理……………… 税抜方式によっております。 
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(貸借対照表に関する注記) 
 有形固定資産の減価償却累計額………… 1,991,943千円
（減損損失累計額が含まれております。） 

 
(損益計算書に関する注記) 
 当事業年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。 
 

用途 場所 種類 金額 

店舗設備 
東京都 

（３店） 

建物 14,724千円

その他 1,863千円

合計 16,588千円
 
 当社は、英国風ＰＵＢ事業における店舗の資産を独立したキャッシュ・フローを生
み出す単位としております。 
 当該店舗は、周辺地域の経済環境の変化や競合店の出店等の影響により業績が低迷
しており、今後、回復の見込みがないため減損損失を認識しました。 
 なお、当資産グループの回収可能価額は、使用価値により測定しておりますが、将
来キャッシュ・フローがマイナスのため、無いものとして評価しております。 
 
(株主資本等変動計算書に関する注記) 
1. 発行済株式の総数に関する事項 
 

株式の種類 
当事業年度期首 
株 式 数 

当 事 業 年 度 
増 加 株 式 数 

当 事 業 年 度 
減 少 株 式 数 

当事業年度末 
株 式 数 

普通株式 1,251,700株 ―株 ―株 1,251,700株 

合  計 1,251,700株 ―株 ―株 1,251,700株 

 
2. 自己株式の数に関する事項 
 

株式の種類 
当事業年度期首 
株 式 数 

当 事 業 年 度 
増 加 株 式 数 

当 事 業 年 度 
減 少 株 式 数 

当事業年度末 
株 式 数 

普通株式 85株 86株 ―株 171株 

合  計 85株 86株 ―株 171株 
 
(注) 自己株式の増加86株は、単元未満株式の買取請求によるものであります。 

 
3. 剰余金の配当に関する事項 
  (1) 配当金支払額 
 

決    議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配 当 額

基  準  日 効力発生日 

平成26年５月28日 
定時株主総会 

普通株式 105,135千円 84円 平成26年２月28日 平成26年５月29日
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(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度と
なるもの 

 

決    議 株式の種類 配当の原資
配当金の
総  額

１株当たり
配 当 額

基  準  日 効力発生日 

平成27年５月27日
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 105,128千円 84円 平成27年２月28日 平成27年５月28日

 
（注）(2)の配当金の総額は、平成27年５月27日開催予定の定時株主総会において決議

を予定しております。 
 
4. 当事業年度末における新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 
 
(税効果会計に関する注記) 

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

   賞与引当金 51,287千円 

   減価償却費 5,227千円 

   減損損失 11,496千円 

   資産除去債務 50,157千円 

   値引経費見積り額 16,185千円 

   未払事業税 13,528千円 

   一括償却資産 13,723千円 

   その他 14,410千円 

繰延税金資産計 176,016千円 

繰延税金負債 

資産除去債務に対応する除去費用 21,166千円 

繰延税金負債計 21,166千円 

繰延税金資産の純額 154,850千円 

 

2. 決算日後の法人税の税率等の変更 

 「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）が平成27年３月

31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引

下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負

債の計算に使用する法定実効税率は従来の35.6%から平成28年３月１日に開始す

る事業年度に解消が見込まれる一時差異については33.1%に、平成29年３月１日

に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については32.3%となりま

す。 

 なお、当該税率変更に伴う影響は軽微であります。 
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(金融商品に関する注記) 

1. 金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社は、主に店舗の新規出店等の設備投資計画に照らして、必要な資金を銀

行借入や割賦・リースにより調達しております。一時的な余資は短期的な預金

等で運用しており、デリバティブを含む投機的な取引は行わない方針でありま

す。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

差入保証金は、主に店舗の賃借時に差し入れているものであり、差し入れ先

の信用リスクに晒されております。当該リスクについては、金額的重要性の観

点から取引開始時に信用判定を行うとともに、店舗開発担当部門が定期的に取

引先の信用状態を調査することによりリスクの軽減を図っております。 

長期借入金及び長期未払金は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的とし

たものであり、返済日は決算日後５年以内であります。 

また借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、月次で資金運用計画を

作成・更新することにより流動性リスクを管理しております。 

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合に

は合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変

動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該

価額が変動することがあります。 

 

2. 金融商品の時価等に関する事項 

平成27年２月28日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。 
(単位：千円) 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

(1) 現金及び預金 1,644,048 1,644,048 ―

(2) 差入保証金 944,756 902,135 △42,621

資産計 2,588,805 2,546,184 △42,621

(1) 長期借入金（※１） 322,500 321,060 △1,439

(2) 長期未払金（※２） 248,263 234,468 △13,795

負債計 570,763 555,528 △15,234

(※１)  １年以内に返済予定の長期借入金を含んでおります。 
(※２)  １年以内に返済予定の長期未払金を含んでおります。 
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(注１) 金融商品の時価の算定方法に関する事項 

資産 

(1) 現金及び預金 

預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当

該帳簿価額によっております。 

(2) 差入保証金 

差入保証金の時価については、合理的に見積った期間でその将来キャッシ

ュ・フローの合計額を決算日現在の国債の利回りで割り引いた現在価値によ

り算定しております。 

負債 

(1) 長期借入金 

長期借入金のうち、変動金利によるものの時価については、短期間で市場金

利を反映し、当社の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価

は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっており、

固定金利によるものの時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入

を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値によっております。 

(2) 長期未払金 

長期未払金の時価については、元利金の合計額を、新規に同様の割賦取引を

行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

該当事項はありません。 

(注３) 金銭債権の決算日後の償還予定額 

(単位：千円) 

 １年以内 １年超５年以内 

現金及び預金 1,644,048 ―

合計 1,644,048 ―

差入保証金については、償還期日を明確に把握できないため償還予定額に含めてお

りません。 

(注４) 長期借入金及び長期未払金の決算日後の返済予定額 

(単位：千円) 

 １年以内 １年超５年以内 ５年超 

長期借入金 122,000 200,500 ―

長期未払金 103,663 140,600 ―

合計 225,663 341,100 ―
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(１株当たり情報に関する注記) 

  １株当たり純資産額 733円44銭 

  １株当たり当期純利益 101円48銭 

(注) 当社は、平成27年３月１日付で普通株式１株につき３株の株式分割を行ってお

ります。このため、当事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、

１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益を算定しております。 

 

(重要な後発事象に関する注記) 

当社は、平成27年１月14日開催の取締役会決議に基づき、以下のとおり株式分割

を行っております。 

 

1. 株式分割の目的 

 当社株式の投資単位当たりの金額を引き下げることにより、より一層の投資家

層の拡大と当社株式の流動性の向上を目的としております。 

 

2. 株式分割の方法 

 平成27年２月28日を基準日として、同日最終の株主名簿に記載又は記録された

株主の所有する普通株式を、１株につき３株の割合をもって分割いたしました。 

 

3. 株式分割により増加する株式数 

株式分割前の発行済株式総数 ： 1,251,700株 

株式分割により増加する株式数 ： 2,503,400株 

株式分割後の発行済株式総数 ： 3,755,100株 

株式分割後の発行可能株式総数  ：11,760,000株 

 

4. 株式分割の効力発生日 

平成27年３月１日 

 

5. １株当たり情報に関する影響 

 当該株式分割による影響については、「１株当たり情報に関する注記」に記載

しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
本計算書類中の記載金額は表示単位未満を切り捨て、比率は表示桁未満を四捨五入して表示

しております。 
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計算書類に係る会計監査人の監査報告 
 

 

独立監査人の監査報告書
 

平成27年４月９日 
株 式 会 社 ハ ブ

 取 締 役 会 御 中

 
有限責任監査法人 トーマツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 

公認会計士 五 十 嵐  徹 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 

公認会計士 川 口 泰 広 ㊞

 
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ハブの平成26年３

月１日から平成27年２月28日までの第17期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行っ
た。 

計算書類等に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及

びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査
法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。 

監査意見 
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。 
以  上 
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監査役会の監査報告 
 
 

監 査 報 告 書 
 
 

当監査役会は、平成26年３月１日から平成27年２月28日までの第17期事業年度における
取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本報
告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 
 
1.  監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結
果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。 
各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画

等に従い、取締役、内部監査部門、その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集
及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締
役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求
め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況
を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及
び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保する
ために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整
備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制
システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期
的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。以上の方法に
基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしまし
た。 
さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを

監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。また会計監査人から「職務の遂行が適正に行わ
れることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監
査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備して
いる旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。 
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株

主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしまし
た。 

2.  監査の結果 
(1)事業報告等の監査結果 
一  事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示

しているものと認めます。 
二  取締役の職務の遂行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大

な事実は認められません。 
三  内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。ま

た、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執
行についても、指摘すべき事項は認められません。 

(2)計算書類及びその附属明細書の監査結果 
会計監査人・有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると
認めます。 

 
 
 平成27年４月10日 
            株式会社 ハブ 監査役会 

常勤監査役 (社外監査役) 喜 藤 憲 一  ㊞

社外監査役  浦   一 馬  ㊞

社外監査役  網 谷 充 弘  ㊞
 

以 上 
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株主総会参考書類 
 

議案及び参考事項 

第１号議案 剰余金処分の件 

第17期の期末配当につきましては、当社の利益配分に関する基本方針

（配当総額は経常利益の15％前後、かつ配当性向50％以下）に基づき、以

下のとおりとさせていただきたいと存じます。 

 

1. 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額 

当社普通株式１株につき金84円 総額105,128,436円 

2. 剰余金の配当が効力を生じる日 

   平成27年５月28日 

 
 
第２号議案 取締役６名選任の件 

  取締役５名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つき

ましては、コーポレート・ガバナンスの一層の強化を図るため社外取締役

１名を増員し、取締役６名の選任をお願いしたいと存じます。 

  取締役候補者は次のとおりであります。 

候補者 

番 号 

氏  名 

（生年月日） 

略歴、地位、担当及び 

重要な兼職の状況 

候補者の有する

当社の株式数 

１ 
太田
お お た

  剛
つよし

 

(昭和36年１月４日生) 

平成10年５月 当社 取締役営業部長 
平成15年５月 当社 常務取締役営業統括本部長 
平成19年５月 当社 専務取締役事業統括本部長 
平成21年５月 当社 代表取締役社長（現任） 

12,700株 

２ 
井上
いのうえ

 泉
もと

佐
すけ

 

(昭和41年10月19日生) 

平成17年５月 当社 店舗開発部長 
平成21年５月 当社 取締役店舗運営本部長

（兼）ＨＵＢ事業部長 
平成22年４月 当社 取締役営業本部長 

（兼）店舗開発管理部長 
平成24年３月 当社 取締役営業本部長（現任） 

500株 

３ 
高見
た か み

 幸夫
ゆ き お

 

(昭和42年３月18日生) 

平成19年５月 当社 商品企画部長 
平成21年５月 当社 取締役管理本部長 

（兼）商品企画部長 
平成22年８月 当社 取締役管理本部長 
平成26年３月 当社 取締役社長室長（現任） 

800株 

４ 
菊地
き く ち

 唯夫
た だ お

 

(昭和40年12月４日生) 

昭和63年４月 株式会社日本債券信用銀行（現 
株式会社あおぞら銀行）入行 

平成12年２月 ドイツ証券会社東京支店入社 
平成16年４月 ロイヤル株式会社（現 ロイヤル

ホールディングス株式会社）入社 
平成22年３月 同社 代表取締役社長（現任） 
平成22年５月 当社 取締役（現任） 

―株 
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候補者 

番 号 

氏  名 

（生年月日） 

略歴、地位、担当及び 

重要な兼職の状況 

候補者の有する

当社の株式数 

５ 
黒須
く ろ す

 康宏
やすひろ

 

(昭和33年10月10日生) 

昭和57年６月 ロイヤル株式会社（現 ロイヤル
ホールディングス株式会社）入社 

平成22年４月 ロイヤルホールディングス株式会
社管理本部副本部長 

平成22年５月 当社 取締役（現任） 
平成23年１月 ロイヤルホスト株式会社取締役副

社長 
平成23年３月 ロイヤルホールディングス株式会

社取締役（現任） 

―株 

６ 
今野
い ま の

 誠一
せいいち

 

(昭和33年２月17日生) 

昭和51年４月 株式会社日本リクルートセンター
（現 株式会社リクルート）入社 

昭和59年７月 株式会社リクルートコスモス（現 
株式会社コスモスイニシア）入社 

平成２年４月 同社 人事部長 
平成10年７月 株式会社カーぺ・ディエム（現 

株式会社マングローブ）代表取締
役社長（現任） 

―株 

（注）1．各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。 

 2．菊地唯夫氏及び黒須康宏氏、今野誠一氏は社外取締役候補者であります。 

 3．社外取締役候補者の選任理由について 

（1）菊地唯夫氏は、ロイヤルホールディングス株式会社の代表取締役社長を務め

られており、経営者としての豊富な経験と各方面における幅広い見識をもと

に当社の経営を監督していただくとともに、当社の経営全般に助言をいただ

くことによりコーポレート・ガバナンス強化に寄与していただくため、社外

取締役として選任をお願いするものであります。なお、同氏の当社社外取締

役就任期間は、本総会終結の時をもって５年となります。 

（2）黒須康宏氏は、ロイヤルホールディングス株式会社の取締役を務められてお

り、これまで培ってきた豊富な経験と知識を当社の経営に活かしていただく

とともに、当社の経営全般に助言をいただくことによりコーポレート・ガバ

ナンス強化に寄与していただくため、社外取締役として選任をお願いするも

のであります。なお、同氏の当社社外取締役就任期間は、本総会終結の時を

もって５年となります。 

（3）今野誠一氏は、株式会社マングローブの代表取締役社長を務められており、

経営者としての豊富な経験と各方面における幅広い見識をもとに当社の経営

を監督していただくとともに、当社の経営全般に助言をいただくことにより

コーポレート・ガバナンス強化に寄与していただくため、社外取締役として

選任をお願いするものであります。なお、同氏は、株式会社東京証券取引所

の定めに基づく独立役員の候補者であります。 
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4．菊地唯夫氏、黒須康宏氏の再任が承認された場合、当社は両氏との間で、会社

法第423条第１項に関する責任について、定款の規定に基づき法令が規定する

額を責任限度額とする責任限定契約を継続する予定であります。また、今野誠

一氏の選任が承認された場合、同氏との間で同様の契約を締結する予定です。 

 

第３号議案 監査役１名選任の件 

  監査役喜藤憲一氏は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、監査

役１名の選任をお願いするものであります。 

  また、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。監査役

候補者は次のとおりであります。 

氏  名 

（生年月日） 

略歴、地位及び 

重要な兼職の状況 

候補者の有する

当社の株式数 

石塚
いしづか

 義一
よしかず

 

(昭和31年１月13日生) 

昭和54年４月 株式会社忠実屋入社（現 株式会社ダイ
エー） 

平成６年６月 株式会社フォルクス出向 
平成17年４月 同社 財務部長（兼）経理部長 
平成18年８月 株式会社どん財務経理本部経理部ゼネラ

ルマネジャー（株式会社フォルクスと株
式会社どん合併） 

平成18年10月 当社入社 
平成18年11月 当社財務経理部長（現任） 

200株 

（注）監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。 

   

 

以 上 
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<メ モ 欄> 
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株主総会会場ご案内図 
 

会   場：東京都千代田区神田練塀町３ 

      富士ソフト秋葉原ビル５Ｆ アキバホール 

      電話番号 (03)5209－6285 

会場最寄駅 

・ＪＲ秋葉原駅     中央改札口より徒歩２分 

・つくばエクスプレス線 秋葉原駅 Ａ３出口より徒歩１分 

・東京メトロ日比谷線  秋葉原駅 ２番出口より徒歩３分 
 

 

 
駐車場の用意はしておりませんので、お車でのご来場は 
ご遠慮くださいますようお願い申し上げます。 


